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収入減少割合報告書

【減少した収入の種類】※該当に〇（いずれかひとつ）

※組合員の主たる事業・業務の収入額を対象とします。

【2021年および2019年の収入】

【2021年所得・収入額】 【2019年所得・収入額】

□ □

【2022年の収入】

円

【減収の割合】

　　

※小数点第2位以下切り捨て

□ 比較する所得以外の所得の合計が400万
円以下

□

合計所得額が1000万円以下

比較する所得以外の所得の合計が400万
円以下

Ａ

所得額
確認し、チェック☑

してください

収入額
円

新型コロナに係
る各種給付金

比較する年
※比較する年に〇

2021年 2019年

所得額
確認し、チェック☑

してください

□無

収入額 Ａ

合計所得額が1000万円以下

※2019年と比較する場合は2019年と2021年の両方の収入額等の確認が必要
です。

□有

円

円

（注）持続化給付金等、国や都道府県から支給される新型コロナ
ウイルス感染症に係る各種給付金は比較する収入額には含めない
でください。

2022年　　　　月　　　　日

記号・番号　　　　91-　　　　・　　　　　　　　　

組合員氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　上記のとおり、新型コロナウイルス感染症の影響により2022年収入見込みが2021年または2019年の収入と比較し
て30％以上減少していることに相違ありません。

収入見込額

①×2

Ｂ 円

減収割合

100-Ｂ÷(比較する年の）Ａ×100　

％

2022年1月以降の
任意の

連続した6カ月
の収入額

合計①

※法人役員の方は、コロナ禍を原因として役員報酬の減額を決定した取締役会議事録の写しが必要です。

※売上台帳や請求書の写しには、氏名を記入してください。

　　　　月 　　　　月 　　　　月

　　　　月　　　　月　　　　月

添付書類
※該当に〇

売上台帳 給与明細 賃金台帳 その他

収入区分 事業 給与


